
平成２２年度　政府予算案（大阪府教育委員会関係）の決定内容
平成22年2月22日

大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．国と地方の役割を踏まえた

行財政制度を確立する

（１）地方税財源の充実・確保

（２）政令指定都市への権限の

一元化

（３）義務教育に必要な財源の保障

（４）県費負担職員の違反行為に

係る国家賠償法の適用除外

２．社会全体で教育の向上に取り

組む

（１）地域の教育力の向上

（２）家庭の教育力の向上

（３）携帯電話・インターネット

上の有害情報対策

３．豊かな心と健やかな体をつくる

（1） 人権教育の推進

（２）スクールカウンセラー・

子どもと親の相談員等の配置

（３）学校給食の充実

（４）部活動の活性化

　　《部活動の活性化に資す

るよう学習指導要領へ

の明確な位置づけ》

４．一人ひとりの子どもに教員が

向き合う環境をつくる

（１）教職員定数の改善

　　

（２）教員給与のあり方

　　・メリハリをつけた給与制度

とするための財源措置

　　・教職調整額見直し

５．障がいのある幼児児童生徒の

教育を充実させる

（１）介助職員や看護師等の雇用・

配置のための財源確保

（２）「特別支援教室」の構想実現

のための人的措置

（３）標準法定数内での専門家や

特別支援教育コーディネータ

の配置

（４）特別支援学校の教育環境の

充実

（５）特別支援学校の市への設置の

促進

（６）通学用スクールバス運行の

ための財源確保

　《普通交付税積算基準の見直し》

（７）高等学校に在籍する障がいの

ある生徒のための財源措置

６．安全・安心な教育環境を実現

する

（１）学校施設の耐震化に向けた

補助制度の拡充

（２）学校等における安全管理体制

の充実

　　・警備員等の配置

　　・防犯機能の充実に配慮した

施設設備の推進

　　・安全確保対策への財源確保

７．質の高い教育を支える環境を

整備する

（１）教育用デジタルコンテンツ

の作成等事業の充実

（２）高等学校特色づくりの推進

（３）学校図書館の充実

《司書教諭の配置》

８．教育の機会均等を保障する

（1）（準）要保護児童生徒、中学校

夜間学級の就学援助制度の充実

（２）識字・日本語教室の支援体制

の充実

（３）奨学施策の充実・大学奨学金

貸与制度等の改善

９．文化を振興する

（１）国指定文化財の保存修理等の

促進

（２）埋蔵文化財の発掘調査の促進


	１．国と地方の役割を踏まえた行財政制度の確立

（１）地方税財源の充実・確保

　○地方一般歳出を増額　６６.３兆円　（Ｈ２１　６６.２兆円）

（２）政令指定都市への権限の一元化

◆予算項目以外の状況
　　県費負担教職員の給与負担のありかたについて、人事権の移譲

等と併せ、中央教育審議会の答申等を受けて検討中。

（３）義務教育に必要な財源の保障

〇義務教育費国庫負担金　（全）　　１兆６，３８０億円
（Ｈ２１　１兆６，４８３億円）
（４）県費負担職員の違反行為に係る国家賠償法の適用除外

◆予算項目以外の状況
　　政令市及び中核市における県費負担教職員の給与負担のあり方について、人事権の中核市への移譲と併せ、中央教育審議会の

答申等を受けて検討中。

２．社会全体で教育の向上に取り組む

（１）地域の教育力の向上

○放課後子ども教室推進事業

（放課後子どもプランの推進）　

（全）１３７.２億円の内数

（Ｈ２１　１４２.６億円の内数）

　　　・厚生労働省と合同の「放課後子どもプラン」として実施するが、「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」の1メニューとしての位置づけ

　　　・実施箇所数：（全）１１,５００箇所

○学校支援地域本部事業

（全）３３.９億円　（Ｈ２１　３４億円）

　　　・委託事業：Ｈ２１からの継続箇所は、委託事業として実施

　　　・補助事業：Ｈ２１委託事業として実施以外の本部について

は、補助事業として実施

　「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」の

1つのメニューとしての位置づけ

（２）家庭の教育力の向上

　　　○家庭教育支援基盤形成事業
　　　　（全）１３７.２億円　（Ｈ２１　１４２.６億円）
　　　　　《学校・家庭・地域の連携協力推進事業費補助金の一部》

　　　　・家庭教育支援チームの定着を図るとともに、地域人材

を養成し、多くの親が集まる機会を活用して学習機会

を提供

〇子どもの生活習慣づくり支援事業（新規）

（全）１.４億円

　　　　・子どもの基本的な生活習慣づくりの定着に向けた方策

及び効果の活用

（３）携帯電話・インターネット上の有害情報対策

○生徒指導総合推進事業の一部

（全）　１，２７１万円　（新規）

・学校ネットパトロールに関する調査研究

３. 豊かな心と健やかな体をつくる

（１）人権教育の推進

○人権教育開発事業

（全）　２.０億円　（Ｈ２１　２.０億円）

　　　・学校教育における人権教育の開発及び指導方法等に関する調査研究

○人権教育のための調査研究事業

（全）　１.６億円　（Ｈ２１　1.６億円）

　　　・社会教育における人権に関する学習機会の充実方策などに

ついての実践的な調査研究及びその成果の普及

（２）スクールカウンセラー・子どもと親の相談員等の配置

○スクールカウンセラー等活用事業

　《学校・家庭・地域の連携協力推進事業費補助金の一部》

（全）１３７.２億円の内数　（Ｈ２１　１４２.６億円の内数）
（３）学校給食の充実

○「食育推進プラン」の充実

（全）　５.６億円　（Ｈ２１　４.９億円）
（４）部活動の活性化

　　　◆予算項目以外の状況

平成２０年３月の中学校学習指導要領の改訂に続き、平成

２１年３月改訂の高等学校学習指導要領の総則においても
部活動については、「学校教育の一環として、教育課程と

の関連が図られるよう留意すること」と記載されるが、明確

な位置付けには至っていない。

４．一人ひとりの子どもに教員が向き合う環境をつくる

（１）教職員定数の改善

（全）　１２６億円　【５，５００人】（ eq \o\ac(○,21)１８億円、８００人）

　＜内訳＞

　①理数教科の少人数指導の充実　　　　　　　２，０５２人

　②特別支援教育の充実　　　　　　　　　　　１，９６６人

· 小・中学校の通級指導の充実　　　　　 １，４１８人

· 特別支援学校のセンター的機能の充実　　 　３１３人

· 養護教諭定数の充実　　　　　　　　　　 　２３５人

③外国人児童生徒への日本語指導の充実　　　　　４４８人

　④主幹教諭によるマネジメント機能の強化　　　　４４８人

⑤教員の事務負担の軽減（事務職員定数の充実）　３５１人

　⑤食育の充実（栄養教諭定数の充実）　　　　　　２３５人

（２）教員給与のあり方

〇メリハリある教員給与体系の推進　　

管理職手当の改善（平成23年1月～）　　５億円

５．障がいのある幼児児童生徒の教育の充実

（１）介助職員や看護師等の雇用・配置のための財源確保

（２）「特別支援教室」の構想実現のための人的措置

（３）標準法定数内での専門家や特別支援教育コーディネータ

の配置

 ○特別支援教育支援員の配置　　　（全）　４３５億円

（Ｈ２１　３８７億円）

○教職員定数の改善【上記４の再掲】

（全）　１２６億円　【５，５００人】

（Ｈ２１　１８億円、１，０００人）

　＜内訳＞

　　◇特別支援教育の充実　　　　　　　　１，９６６人

・　小・中学校の通級指導の充実　　　１，４１８人

・　特別支援学校のセンター的機能の充実　３１３人

・　養護教諭定数の充実　　　　　　　　　２３５人

（４）特別支援学校の教育環境の充実　

　　○公立学校施設の耐震化等の推進　（全）１，０８６億円

の一部　　　　　　　　　　（Ｈ２１　１，０５１億円）

（５）特別支援学校の市への設置の促進

＜制度改正なし＞

（６）通学用スクールバス運行のための財源確保

＜制度改正なし＞

（７）高等学校に在籍する障がいのある生徒のための財源措置

○特別支援教育総合推進事業　　　　（全）３．１億円

　　　　の一部　　　　　　　　　　　（Ｈ２１　６．６億円）

６．安全・安心な教育環境を実現する

（１）学校施設の耐震化に向けた補助制度の拡充【上記５の再掲】

○公立学校施設の耐震化等の推進　（全）　１，０８６億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２１　１，０５１億円）

（２）学校等における安全管理体制の充実

○地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

《学校・家庭・地域の連携協力推進事業費補助金の一部》

（全）　　１３７.２億円の内数

（Ｈ２１　１４２.６億円の内数）

７．質の高い教育を支える環境を整備する

（１）教育用デジタルコンテンツの作成事業の充実

　　　○学校ICT活用推進事業

（全）　７億円　（ eq \o\ac(○,21)４.3億円）

（２）高等学校特色づくりの推進

○安全・安心な学校づくり交付金

（全）　８３３.４億円　（ eq \o\ac(○,21)７５０.７億円）
（３）学校図書館の充実

○学校図書館の活性化推進総合事業

　　　　（全）　１.５億円　（新規）

　　

８．教育の機会均等を保障する

（1）（準）要保護児童生徒、中学校夜間学級の就学援助制度の充実

○要保護児童生徒援助費補助金

（全）　６.２億円　（Ｈ２１　６.３億円）
　〇中学校夜間学級の就学援助制度

＜概算要求なし＞　

（２）識字・日本語教室の支援体制の充実

○「生活者としての外国人」のための日本語教育事業

（全）２.８億円　（Ｈ２１　１.８億円）

・日本語がわからないことから生じる様々な社会的問題を解消し、外国人が円滑に日本社会の一員として生活を送ることができるように、日本語教育の充実を図る「生活者としての外国人」のための日本語教育の日本語教育の設置運営、日本語能力を有する外国人を対象とした指導者養成等を実施する。

（３）奨学施策の充実・大学奨学金貸与制度等の改善

（全）　事項のみ要求（概算要求額未定）

（Ｈ２１　１，３１８億円）

９．文化の振興

（１）国指定文化財の保存修理等の促進

○文化財の保存修理等

（全）８６．５億円（Ｈ２１　８２．１億円）

○文化財の防災施設等

（全）１９．０億円（Ｈ２１　１２．９億円）

○重要文化財（建造物）所有者診断支援事業

（全）０．１億円  （Ｈ２１　０．１億円）

（２）埋蔵文化財の発掘調査の促進

○史跡等公有化助成
（全）１４５．１億円（Ｈ２１　１５３．３億円）

○史跡等整備活用事業
（全）６４．９億円（Ｈ２１　６２．６億円）

○国宝・重要文化財等買上げ　

（全）１６．４億円（Ｈ２１　１６．４億円）

○埋蔵文化財発掘調査等
（全）３６．０億円（Ｈ２１　３５．１億円）
	（全）１兆５，９３８億円

（全）１３０.９億円の内数

（全）９,９７８箇所

（全）・委託事業

２７億円

　　 ・補助事業

　　　　１３０.９億円の内数

（全）１３０.９億円の内数

（全）１億円

（全）７２１万円

（全）　１.１億円

＊廃止のため他事業を活用

予定。詳細は今後提示見込み。

（全）１３０.９億円の内数

（全）　３.３億円

（全）９３億円【４，２００人】

＜内訳＞

①　２，０５２人

②　１，７７８人

・１，４１８人

　  ・　　３１３人

　  ・　　　４７人

　③　　　２５０人

④　　　　　０人

⑤　　　　７３人

　⑥　　　　４７人

管理職手当の改善

⇒　改善せず

【教員給与の縮減】

（平成２３年１月～）

▲１７億円

 ○義務教育等教員特別手当（給料の2.2％→1.5％）　　　

▲１５億円

○給料の調整額（調整数

１.５→1.２５） ▲２億円

（全）　４３５億円

（全）　　９３億円
【４，２００人】

＜内訳＞

◇　１，７７８人

・１，４１８人

・　　３１３人

・　　　４７人

（全）１，０３２億円

（全）　　３.０億円

＊委嘱事業から委託事業へ

（全）１，０３２億円

（全）１３０.９億円の内数

＊廃止のため他事業を活用。詳細は今後提示見込み。

（全）７８３.５億円
（全）　２.０億円の内数

　　　＊「確かな学力の育成に

係る実践的調査研究」

の一部にメニュー化

（全）　６.２億円
（全）　２.２億円

（全）１，３２２億円

（全）　８６．５億円

（全）　１９．０億円

（全）　０．１億円

（全）　１４５．１億円

（全）　６４．９億円

（全）　１６．４億円

（全）　３６．０億円


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
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